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2022年度第3回業界横断EDIタスクフォース 議事録




　
 一般社団法人サプライチェーン情報基盤研究会

１．開催日時　：　2022年11月21日（月）13:30～16:00
２．開催場所　：　オンライン会議（ZOOM）
３．出 席 者　： （順不同・敬称略）　
特別会員　　清友　大造
　一般財団法人日本貿易関係手続簡易化協会
特別会員　　徳　　正芳
　一般財団法人日本貿易関係手続簡易化協会
特別会員　　奥山　千穂
　一般財団法人日本貿易関係手続簡易化協会
特別会員　　兼子　邦彦
　一般社団法人SCCCリアルタイム経営推進協議会　　
特別会員    遠城　秀和  　ITコンサルタント
幹事会員　　斉藤　孝平　　株式会社NTTデータ経営研究所

幹事会員　　香坂　真人 　 株式会社JSOL
幹事会員　　柴田　鎮雅　　日本情報通信株式会社
正　会員　　岡村　俊也　　株式会社グローバルワイズ
正　会員　　鬼頭　達志　　株式会社グローバルワイズ

正　会員　　猪股　洋二　　パティオシステムズ株式会社
正　会員　　綿貫　聡　　　キャノンITソリューションズ株式会社
正　会員　　高橋　栄一　　キャノンITソリューションズ株式会社
正　会員　　小黒　京　　　富士通Japan株式会社
正　会員　　惣代　和明　　NECソリューションイノベータ株式会社
正　会員　　坂本　和彦　　株式会社エクス
賛助会員　　川内　晟宏　　特定非営利活動法人ITコーディネータ協会
賛助会員　　坂本　真人　　GS1ジャパン
賛助会員　　小山　早紀　　GS1ジャパン
賛助会員　　笠原　浩平　　石油化学工業協会
賛助会員　　末廣　卓也　　石油化学工業協会
　　　 オブザーバ　橋本　崇　　　日本銀行決済機構局
事 務 局　　菅又　久直　　一般社団法人サプライチェーン情報基盤研究会  
出席者23名
４．議事概要　
2022年度第3回業界横断EDIタスクフォース会議は、以下の議事を行った。
（資料：業界横断2022-3-01第3回業界横断EDIタスクフォース会議議事次第）
４－１．2022年度第2回業界横断EDIタスクフォース議事録確認
　事務局菅又より、2022年度第2回業界横断EDIタシクフォース議事録の説明が行われ、それを確認した。 
（資料：業界横断2022-3-02 2022年度第2回業界横断EDIタスクフォース議事録）
また第2回業界横断EDIタスクフォースにて審議された国連CEFACT共通辞書2022年B版サブミッションの結果、国連CEFACTライブラリメインテナンスチームにてハーモナイゼーションが実施された結果が紹介された。
（資料：業界横断2022-3-09 CCL2022B_Updated）
４－２．JEC共通コード表の整備
　事務局菅又より、9月22日に行われたJECコード表分科会の審議結果及びそれに基づくコード表の改訂結果につき報告が行われた。
（資料：業界横断2022-3-03 第1回JECコード表分科会議事録）
（資料：業界横断2022-3-04 JEC共通コード表V6（案））
　
コード表分科会で審議された提言への対応状況は次の通り。
· 「国連CEFACT標準準拠／コード及びコード表の管理手順」の見直し
(未着手
· コード表JEC001（業界区分コード）のコード表定義を記載(コード表反映
· コード表JEC002（プロセスタイプ区分コード）のコード表定義とスコープを記載(コード表反映
· コード表JEC003（金額相殺理由コード）のコード表定義とスコープを記載
(コード表反映
· コード表JEC004（国別税制コード）をコード表へ追加(コード表反映
· コード表JEC005（税計算方式）をコード表へ追加(コード表反映
· UN/ECEまたはISOのサブセットのコード意味定義（英文）を追記（原表よりコピー）(未着手
· UN/ECEまたはISOのサブセットをJECコード表として公開する時のバージョン定義(一部反映
· 次のコード追加要求を国連CEFACTへ提案(2023A版へのDMR準備
· コード表1001（文書名コード）に「Shipping Instruction」追加

· コード表1001（文書名コード）に「Receiving Advice」追加

· コード表4461（支払種別コード）：電子記録債権を追加
【審議】
· コード表4461（支払種別コード）に電子記録債権を追加するにあたっては、英文名称及び英文定義につき全銀協と相談する。
· 税関係の英文コード名及び英文説明文につき、国税庁に問い合わせを行う。
· コード表1001（文書名コード）に各種メッセージの応答タイプメッセージを追加したい。(コード表1001は附番できるコード番号が不足しており、応答タイプメッセージについてはサブタイプを使ってほしい。
　コード表分科会にて提起されたXMLメッセージのName Space管理につき、遠城委員より以下の提案が行われた。
· 名前空間の定義形式は次の通り。
<URN> ::= "urn:" <NID> ":" <NSS> 

· <NID> = the Namespace Identifier　名前空間識別子
国連CEFACTの場合
Namespace Identifier (NID) = un 
· <NSS> = the Namespace Specific String.　名前空間固有文字列
        国連CEFACTの場合
Namespace Specific String =
unece:uncefact:3055:<agencycode>:<schematype>:<status>:<name>:<version> 

　　　　(国内定義スキーマ（メッセージやコード表）の場合

   <agencycode>をJEC（国連CEFACT日本委員会）の管理機関コード「413」とする。

   <name>は重複を避けるためJECにて登録管理を行う。
· 国内定義スキーマを使用する予定の委員は、上記の名前空間定義方式について検討し、事務局に意見を提言する。
４－３．国内DXの動向
　兼子リーダーより、資料に基き政府の国内DX戦略の動きにつき解説が行われた。
また、事務局菅又よりSIPSが受託している貿易デジタル化関連プロジェクトの状況につき説明が行われた。
（資料：業界横断2022-3-05 国内DXの動向）
（資料：業界横断2022-3-06トレードファイナンスプロジェクト）

· 政府の国内DX戦略
· 昨年12月（菅政権）の「デジタル社会に向けた重点計画」では、IPA（情報処理推進帰国）のDADC（Digital Architecture Design Center）が、契約・決済のアーキテクチャを取りまとめることとなっていが、2022年度（岸田政権）になって企業間取引プログラムに引き継がれた。
· 2022年6月にNEDO（国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構）が産業DXのためのデジタルインフラ整備事業／受発注・請求・決済の各システムの情報連携を可能とする次世代取引基盤の構築に係る３つの事業が開始されている。

· 中小企業庁では、NEDOプロジェクトで構築される基盤を活用した電子受発注システム普及推進に向けた実証調査事業の公募が行われている（公募〆切11月25日）。
· 企業間取引プログラムの将来ビジョン検討会（デジタル庁）に基づき、経済産業省で産業DXのためのデジタルインフラ整備事業（2023年度予算32億円）の概算要求が出されている。
· トレードファイナンスプロジェクト
· 貿易分野のデジタル化促進を目指して、デジタル時代におけるグローバルサプライチェーン高度化研究会の下に貿易分野データ連携ワーキンググループ及びトレードファイナンスタスクフォースが設置され、SIPSがトレードファイナンスに関するマッピング作業を請け負っている。
· 現在、8商社の貿易実データ及びSWIFTのL/C（信用状）定義データを国連CEFACT共通辞書（CCL）にあるBIEとのマッピング作業を進行中。

· 将来的には、国連CEFACTの場で、業務分野・地域でサービスを開始し始めている貿易関連プラットフォームを統括（相互運用できる）する仮想のデータパイプライン仕様の策定まで進めたいと思っている。
４－４．ESP（EDIサービスプロバイダー）連携について

遠城委員より、資料に基きEDIサービスプロバイダー連携についての提言が行われた。
· （資料：業界横断2022-3-08 より良いESP連携）
· 旧来、EDIは発注・受注の両者がEDIシステムを持って、相互に接続していた。現在では、発注者側がEDIシステムを持ち、受注者はESPプロバイダーにある受注システムをWEB経由で共同利用する形態が多くなっており、将来的にはESP上に発注機能・受注機能を持って発注者・受注者による共同利用の形態に進むと思われる。
· ESP上に発注機能・受注機能を持った場合、ESP間の連携を行うかについての考察を行った。
４－５．参照データモデル（BUY-SHIP-PAY）
  事務局菅又より、White paper: Reference Data Model（第1回タスクフォース）及Reference Data Model (RDM) Guideline（第2回タスクフォース）に引き続きBRS: BUY-SHIP-PAY Reference Data Modelの解説が行われた。
（資料：業界横断2022-3-07 BUY-SHIP-PAY参照データモデルBRS）
· UN/CEFACT BSP-RDMは、国際サプライチェーン PDA 内の 2 つのドメイン、つまり、輸送およびロジスティクスドメインとサプライチェーンおよび調達ドメインを橋渡しすることを意図しており、これら 2 つのドメインの構成データ モデルを、異なるコンテキストで使用される概念間の重複に対処することによって、統合する統合フレームワークを提供する。
· UN/CEFACT は、国際サプライチェーンとマルチモーダルトランスポートの参照データモデル (RDM) に取り組んできた。これらの 2 つの RDM は、国連CEFACT共通辞書(CCL) のコンポーネントの同じベースを共有する。これらは相互にリンクされているが、国際的な販売契約と輸送契約、情報交換、ビジネス慣行の間のコンテキストとセマンティクスの違いにより、使用方法が異なる。
· 国際サプライチェーン RDM とマルチモーダルトランスポート RDM の両方が基づいている CCL の中間サブセットの存在により、共同情報交換のすべてのモデル作成者と利用者にとって役に立つ。
４－７．今後の予定
· 国連CEFACTフォーラム：12月5日～6日
· 国際連携タスクフォース会議：12月20日
· AFACT総会：12月15日

· 第4回業界横断EDIタスクフォース会議：1月16日

以 上
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